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政 策 局  事 務 分 掌 

 

総務部 

総務課 

１ 局内の人事、文書、予算及び決算に関すること。 

２ 局内の事務事業の連絡調整に関すること。 

３ 局の危機管理に関すること。 

４ 局区長会に関すること。 

５ 他の室、部及び課の主管に属しないこと。 

 

     統計情報課 

１ 統計調査の実施及びこれに係る連絡調整に関すること。 

２ 統計情報の整備及び提供に関すること。 

３ 各種統計情報の解析に関すること。 

 

大都市制度推進室 

大都市制度推進課 

１ 大都市制度その他の地方自治制度に係る調査研究及び総合調整に関すること。 

２ 地方分権の推進に係る調査研究及び総合調整に関すること。 

３ 指定都市市長会等に関すること（財政局の主管に属するものを除く。）。 

４ 広域行政の推進及び広域連携に関すること。 

５ 国の制度及び予算に関する提案及び要望についての調整に関すること。 

 

政策部 

政策課 

１ 総合計画の策定及び進行管理に関すること。 

２ 重要政策の企画、立案及び総合調整に関すること。 

３ 財政及び行政運営に係る重要施策の調整に関すること。 

４ 市政運営の基本的な方針の策定に関すること。 

５ 政策に係る統括本部、局及び区の連携に関すること。 

６ 政策支援に関すること。 

７ 政策に係る課題及び都市問題等の基礎的調査研究に関すること。 

８ 横浜市経営諮問委員に関すること。 

９ 横浜国際港都建設審議会に関すること。  
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秘書部 

秘書課 

１ 市長及び副市長の秘書に関すること。 

２ 一般褒章及び表彰並びに各種待遇者に関すること。 

３ 儀式及び交際に関すること。 

４ 横浜市功労者審査委員会に関すること。 

５ 市長公舎の維持管理に関すること。 

６ 秘書事務に係る情報の収集等に関すること。 

７ 市政報道及び報道機関との連絡に関すること。 

 

共創推進室 

共創推進課 

１ 構造改革特別区域法（平成 14 年法律第 189 号）及び地域再生法（平成 17 年法

律第 24 号）に係る事務の企画及び総合調整に関すること。 

２ 指定管理者制度に係る企画及び総合調整に関すること。 

３ 競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成 18 年法律第 51 号） 

に係る事務の企画及び総合調整に関すること。 

４ 広告事業及び協賛金収入等に係る企画及び総合調整に関すること。 

５ 施設等の命名権に係る企画及び総合調整に関すること。 

６ 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成 11 年

法律第 117 号）に係る事務の企画及び総合調整に関すること。 

７ その他民間事業者等との連携に係る施策の企画、立案、総合調整、相談等に関

すること（国際技術協力課の主管に属するものを除く。）。 

８ 室内他の課の主管に属しないこと。 

 

国際技術協力課 

１ 民間事業者等との連携による国際技術協力に係る企画、立案、総合調整、相談

等に関すること。 

 

国際政策室 

国際政策課 

１ 国際政策の企画、立案、調整等に関すること。 

２ 国際儀礼に関すること。 

３ 各国大使館・領事館、国際機関等との連絡調整に関すること。 

４ 海外に設置する事務所に関すること。 

５ 地域の国際化に関すること。 

６ 公益財団法人横浜市国際交流協会に関すること。 
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東京事務所 

  １ 国会、各省庁その他諸機関との連絡調整に関すること。 

  ２ 市政に関連のある情報及び資料の収集に関すること。 

  ３ 特命事項に関すること。 

 

大学調整課 

１ 公立大学法人横浜市立大学に関すること。 

２ 横浜市公立大学法人評価委員会に関すること。 

３ 市内大学等との連携の推進に関すること。 

 

基地対策課 

１ 米軍施設の返還促進に関すること。 

２ 返還跡地の利用に関すること。 

３ 米軍施設に関する連絡及び調整に関すること。 











































平成 24 年度 政策局 運営方針 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
      

－もう一歩 もう一声 そしてチーム力を発揮－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 基本目標 
安心と活力、将来につながるチャレンジ、横浜が元気になる

取組をすすめます。 

Ⅱ 目標達成に向けた施策 

Ⅲ 目標達成に向けた組織運営 

４ 市内米軍施設の返還と跡地利用を推進します 

市政の重要課題である市内米軍施設の返還実現及び返還後の跡地利用の具体化を進めます。また、

米軍の活動により市民生活に支障をきたさないよう基地対策に取り組みます。 

３ 自治体外交と横浜らしい地域活性化を推進します 

都市間交流、国際協力・国際貢献、多文化共生のまちづくりを推進するとともに、文化・観光・ 

ＭＩＣＥ等の横浜の活力を生み出していく取組とも連携し、国際関連施策を総合的に展開します。 

また、中小企業も含めた様々な担い手との対話を進め、公民連携による社会的課題の解決や国際

技術協力を更に進めるとともに、市内 28 大学と地域との連携の促進と発信を更に進めます。 

５ 横浜市の情報発信機能を高めます 

市民の皆様に市の施策・取組を理解していただくため、様々なメディアを通じて情報を発信しま

す。さらに、横浜の魅力を発信するとともに国内外での本市の存在感を高めるため、広報報道連携

により情報発信力を強化していきます。 

１ 政策立案と総合調整機能を発揮します 

「中期４か年計画」を着実に推進するとともに、計画前半の振返りを行います。 

 また、環境未来都市の実現や防災計画の修正などの全市的取組に、迅速・的確に対応します。そ

のほか、様々な課題に対して、統計データや国等の情報も把握しながら、総合調整機能を発揮して

いきます。 

２ 新たな大都市制度の創設に向けた取組を強化します 

 大都市自治の拡充を目指し、新たな大都市制度の実現や地方分権の推進に向けて取り組むととも

に、広域的課題の解決に向け、国への提言・要望などを行います。 

もう一歩踏み出す 

 困難な課題に挑戦する

時こそ、もう一歩踏み出し

て考え、行動します。 

チーム力を発揮 

 各区局との協力関係のもとで、市役

所全体で目標を達成します。 

もう一声かける 

 職場の内外を問わず、も

う一声かけあうことで、新

たな発想を生み出します。 

みんなで目標を共有し、コミュニケーションとワークライフバランスを大切にします。



○基本目標の実現に向けた各部の基本的なミッション 

（１）政策部、国際政策室・・・中期４か年計画、成長戦略の推進、各区局調整 

（２）共創推進室、大都市制度推進室・・・次代の自治体行政の構築 

（３）秘書部、報道担当、東京事務所・・・トップマネジメントを支え、ヨコハマの魅力を発信 

（４）大学調整課、基地対策課・・・ストックの有効活用と地域との連携・調整 

（５）総務部・・・人材育成、組織内サポート、統計情報の発信 

 

★基本目標等を具体化する、主な事業・取組は、24 年度政策局事業概要をご覧ください。 
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